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外国子会社合算税制：令和 7 年度税制改正による合算課税のタイミングの
見直しについて 

 
 

1. はじめに 

グローバル・ミニマム課税（第 2 の柱）に対応する法人税制度の導入に伴い、対象企業に追加的事務負担が生じることを

踏まえ、外国子会社合算税制に係る事務負担の軽減を図る税制改正が行われている。 

令和 7 年度税制改正においては、内国法人の外国関係会社に係る所得の課税の特例等（以下「外国子会社合算税

制」）における所得の合算時期について、従来、外国関係会社の事業年度終了日翌日から「2 月を経過する日」であったも

のを「4 月を経過する日」とする改正（以下「本改正」）が行われた。 

以下では、本改正の概要及び留意点について解説を行う。 

 

2. 外国関係会社の各事業年度における合算課税のタイミング 

内国法人が外国子会社合算税制の適用を受ける場合、合算課税のタイミング（課税対象金額等＊1 の益金算入時期）

は、従来、外国関係会社の各事業年度の終了の日の翌日から 2 月を経過する日を含む事業年度とされていた (旧措法 66

の 6①⑥⑧)。 

＊1：課税対象金額等＝課税対象金額、部分課税対象金額、金融子会社等部分課税対象金額。以下同じ。 

Executive Summary 

◼ 外国子会社合算税制における外国関係会社に係る所得の合算時期について、以下の改正が行われた。 

➢ 改正前：外国関係会社の事業年度終了日翌日から 2 月を経過する日 

➢ 改正後：外国関係会社の事業年度終了日翌日から 4 月を経過する日 

◼ 以下の点に留意を要する。 

➢ 移行期において合算課税が行われない事業年度が発生するケースがあること（グローバル・ミニマム課税における外

国子会社合算税制により課された税相当額のプッシュダウンとの関係で留意） 

➢ 配当が合算課税より先行する結果、「課税済利益の配当」として取り扱えないケースが生じ得ること（今後の税制

改正や通達・ガイドライン等の公表に留意） 
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このため、例えば、一般的に多く見られる、内国法人（親会社）が 3 月決算・外国関係会社が 12 月決算、というケースに

おいては、合算時期（2 月末日）から決算期末・法人税申告期限までの作業期間が短いという問題が指摘されていた。 

令和 7 年度税制改正では、グローバル・ミニマム課税の法制化を踏まえた対象企業の事務負担軽減という観点を踏まえ、合

算課税のタイミングを外国関係会社の事業年度終了日翌日から 4 月を経過する日とする改正が行われた（措法 66 の 6

①⑥⑧⑪）。 

＜課税対象金額等の益金算入タイミング＞ 

◼ 改正前：外国関係会社の事業年度終了日翌日から 2 月を経過する日を含む内国法人の事業年度 

◼ 改正後：外国関係会社の事業年度終了日翌日から 4 月を経過する日を含む内国法人の事業年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 適用関係 

(1) 原則 

上記の改正は、原則として、内国法人の令和 7 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度に係る外国関係会社の課税対象

金額等（その外国関係会社の令和 7 年 2 月 1 日以後に終了する事業年度に係るものに限る）について適用される（改

正法附則 50①）。 

(2) 経過措置（任意適用） 

内国法人の令和 7 年 4 月 1 日前に開始した事業年度に係る外国関係会社の課税対象金額等（その外国関係会社の

令和 6 年 12 月 1 日から令和 7 年 1 月 31 日までの間に終了する事業年度に係るものに限る）について、その外国関係

会社の事業年度終了の日の翌日から 4 月を経過する日を含むその内国法人の同年 4 月 1 日以後に開始する事業年度に

おいて外国子会社合算税制の適用を受けることができる（改正法附則 50②）。 

(3) 適用関係イメージのイメージ 

以下に、内国法人(親会社)が 3 月決算・外国関係会社が 12 月決算、である場合の、適用関係のイメージを示しておく。 
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4. 留意点：  

(1) 「合算課税が行われない事業年度」が生じ得ること 

上記 3 の図からも分かるように、内国法人（親会社）が 3 月決算・外国関係会社が 12 月決算、である場合においては、

本改正の適用に伴い、合算課税が行われない事業年度が生じ得る（上図（原則）令和 8 年 3 月期、（任意）令和 7

年 3 月期）。 

グローバル・ミニマム課税の適用に関連して、親会社において外国子会社合算税制により課された税相当額（被配分当期

対象租税額）を、構成会社等（合算課税の対象となった外国関係会社）に配分する場合において、合算課税が行われ

ない事業年度については、当該税相当額（被配分当期対象租税額）が発生しないこととなる点に留意されたい（法令

155 の 35③四）。ただし、令和 7 年度税制改正により導入された法人税等調整額の配分（被配分繰延対象租税額）

が可能な場合も想定される。 

(2) 配当が合算課税より先行した場合 

一般的に多く見られる、内国法人（親会社）が 3 月決算・外国関係会社が 12 月決算というケースにおいて、例えば外国

関係会社が令和 7 年 12 月期の配当を令和 8 年 3 月に実施したとする。 

この場合、内国法人（親会社）において受取配当を計上する事業年度（令和 8 年 3 月期）が、合算課税が行われる

事業年度（令和 9 年 3 月期）よりも先行するという現象が生じる。 

ここにおいて、仮に、令和 7 年 12 月期よりも前の事業年度に係る外国子会社合算税制に基づく合算課税済利益（特定

課税対象金額）がない場合、当該配当については、今後、通達やガイドライン等による手当がされない限り、課税済利益に

係る配当としての益金不算入を行うことができない可能性に留意されたい（措法 66 の 8）。 

本ケースへの対応について、今後の税制改正や通達・ガイドライン等の公表に留意するともに、特に、合算課税の適用初年度

（典型的には買収初年度）や、多額の配当を実施する場合には、配当の金額や時期等について慎重に検討を行う必要が

あろう。 

 

 

 

 

 

 

 

（東京事務所 中島 礼子、石田 照美） 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 

令和 7 年度税制改正トピックス  www.deloitte.com/jp/tax/tax-reform 
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